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研究成果の概要（和文）：本研究課題における研究成果は以下の通りである。
第１に犯罪者処遇理論におけるグッドライフモデルの理論的解明が進んだ。本研究では、文献調査を中心に当該
モデルの理論枠組み及び実証研究の現状について検討した。これにより、当該モデルの有用性と限界が明らかに
なった。
第２にグッドライフモデルの日本への応用可能性が一定程度明らかとなった。本研究では、受刑者や元受刑者を
支援するNPO団体の協力も得て、受刑者へのインタビューやアンケート調査を行い、当該モデルの仮説が日本に
おいても支持されうるのかを検証した。これによって、当該モデルは日本の犯罪者支援の場面においても受け入
れ可能であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The achievements of the current study project are as follows.
First, the theoretical understanding of the Good Lives Model in the theory of offender treatment was
 advanced. The current study examined the theoretical framework of the GLM and the current state of 
empirical research, mainly through a literature review. This clarified the usefulness and 
limitations of the GLM.
Secondly, the applicability of the Good Lives Model to Japan was clarified to a certain extent. In 
the current study, with the cooperation of an NPO that provides support to inmates and former 
inmates, interviews and questionnaires were conducted with inmates to verify whether the hypotheses 
of the GLM can be endorsed in Japan as well. This revealed that the GLM is acceptable in the 
Japanese offender support scene.

研究分野：刑事政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義や社会的意義は次のとおりである。
まず本研究の学術的意義は、日本において未だ紹介の段階にあったグッドライフモデルの理論と実務への応用可
能性を一定程度明らかにしたところにある。現在では、このモデルは公認心理師試験等でも出題されるようにな
り、日本の学界・実務に浸透しつつある。
次に本研究の社会的意義は、近年、社会的に特に注目される「再犯防止」政策に対し、重要な示唆を与えること
ができたところにある。すなわち、本研究では、「再犯防止」だけではなく、本人の「良き人生」も考慮に入れ
た犯罪者処遇を構想することで、バランスのとれた政策を提案することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 約 20 年間、日本全体において犯罪の認知件数は一貫して減少傾向にあったが、刑事施設にお
ける再犯者率の高さや、社会の耳目を集める再犯が大きな問題となっていた。こうした背景のも
と、2016 年には、再犯防止推進法が制定され、国と地方は再犯防止推進計画を策定し、協力し
て再犯の減少に努めるものとされた。犯罪者の処遇においても再犯防止が強調され、犯罪者の再
犯リスク管理を重視する RNR モデルの導入が進められていった。 
しかし、このモデルに対しては、犯罪者をリスク管理の対象と見ることで、本人の希望を軽視

したり、協力関係を築くことが難しかったり、また過度な介入を正当化してしまうといった問題
も指摘されていた。こうした中で、犯罪者処遇において再犯を防止しつつも、本人の「良き人生」
の実現を目指すグッドライフモデルが主張されるようになった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、犯罪者処遇におけるリスク管理を主たる関心とする RNR モデルの対抗モデルとし
て主張されたグッドライフモデルを対象とし、次の 2 点を明らかにすることを目的とする。 
 第１に、グッドライフモデルの理論的解明である。グッドライフモデルは、比較的新しいモデ
ルであり、日本ではいくつかの翻訳等による紹介が行われ始めていた。本研究は、欧米を中心に
行われているグッドライフモデルの理論的展開と実証研究の現状について検討し、このモデル
の有用性と課題を明らかにすることを目的とした。 
 第 2 に、グッドライフモデルの日本の犯罪者処遇への応用可能性の検討である。グッドライ
フモデルは、ニュージーランドの心理学者によって提唱され、主に北米や欧州で実務にも応用さ
れるようになった。しかし、グッドライフモデルが前提とする人間観や仮説が日本にもそのまま
妥当するかは必ずしも明らかではなかった。本研究は、このモデルが日本においても受け入れら
れ、応用が可能であるのかどうかを明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、上記の 2点の目的のために、主に 2つの研究方法を用いた。 
 第 1に文献調査である。グッドライフモデルの創始者であるニュージーランドの Tony Ward を
はじめ、欧米の研究者によって執筆された書籍および論文を渉猟し、その内容を検討した。また
グッドライフモデルは、一部アジア地域でも研究が進んでいることから、シンガポールや中国の
研究者によって執筆された論文も検討の対象とした。 
 第 2に実証研究である。グッドライフモデルの日本での応用可能性を検討するために、インタ
ビュー調査とアンケート調査を実施した。この調査では、受刑者や受刑経験者を支援する民間の
NPO 団体の協力を得て、出所者と共同研究を行った。受刑経験があり現在は一般社会で生活する
人を対象とし、継続的な聞き取りを行った。また NPO 団体が発行する冊子を購読している現役の
受刑者に対し、匿名式のアンケート調査を実施し、その内容を統計分析に詳しい心理学研究者と
ともに分析した。 
 なお本研究は、当初ニュージーランドまたはオーストラリアで、グッドライフモデルを実践し
ている現場への訪問調査も予定していたが、新型コロナ感染症の世界的な流行の余波を受け、実
現できなかった。 
 
４．研究成果 
 本研究で得られた研究成果は、以下の通りである。 
 第 1 に文献調査を通じて、グッドライフモデルの理論的展開について明らかになった。相澤
（2019）は、初期グッドライフモデルから現在のモデルに至るまでの理論的変遷を解明し、現在
のグッドライフモデルの分析と評価を行った。本研究によって、グッドライフモデルの折衷的な
性格、すなわち再犯防止と良き人生の両方を考慮するこのモデルの強みと限界を明らかにする
ことができた。 
 第 2に実証研究を通じて、グッドライフモデルの日本への応用可能性について、ある程度明ら
かとなった。NPO法人からの協力を得て実施したアンケート調査では、グッドライフモデルの仮
説が日本の受刑者においても一定程度支持されうることが示唆された。この成果は、2021 年に
日本で開催されたアジア犯罪学会において公表され、現在、海外の査読誌への投稿に向けた準備
を進めている。また大江ほか（2022）においても、心理学研究者と共同で、国際自己申告非行調
査（ISRD）のデータを２次的に利用したグッドライフモデルの仮説検証を行った。これにより、
日本の少年飛行においても、グッドライフモデルの仮説が一定程度支持されうることが示され
た。 
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